
◎株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の一部を改正する

法律 
（平成三〇年二月七日法律第一号）（衆）   

一、提案理由（平成三〇年一月三〇日・衆議院本会議） 

○谷公一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及びその内容

を御説明申し上げます。 

 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法は、東日本大震災によって被害を受けた

ことにより過大な債務となっている事業者であって、被災地域においてその事業の再生

を図ろうとするものに対し、金融機関等が有する債権の買取り等を通じて債務の負担を

軽減し、その再生を支援することを目的として、平成二十三年、議員立法により制定さ

れました。 

 本法律に基づき、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構が設立され、今日まで被

災地域の経済活動、雇用の維持に大きく貢献してきたところであります。 

 本機構が支援決定を行うことができる期間は、ことしの二月二十二日までとなってお

りますが、今後とも、インフラ整備の完了に伴い、仮設から本設へ移転する際の新規借

入れにより債務負担が過大となる事業者などからの機構活用ニーズが相当数見込まれて

おります。被災地の自治体、商工団体からも支援決定期間の延長を求める強い要望があ

ります。 

 本案は、こうした被災地域の復興の現状に鑑み、本機構が支援決定を行うことができ

る期間を、平成三十三年三月三十一日まで延長しようとするものであります。 

 本案は、昨二十九日、東日本大震災復興特別委員会において、全会一致をもって成案

と決定し、これを委員会提出法律案とすることに決したものであります。 

 何とぞ議員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

二、参議院東日本大震災復興特別委員長報告（平成三〇年二月一日） 

○江島潔君 ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、平成三十年二月二十二日までとなっている株式会社東日本大震災事業者

再生支援機構が支援決定を行うことができる期間について、東日本大震災の被災地域の

復興の状況に鑑み、当該期間を平成三十三年三月三十一日まで延長しようとするもので

あります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院東日本大震災復興特別委員長谷公一君より趣旨

説明を聴取した後、討論に入りましたところ、希望の会（自由・社民）の山本太郎委員

より反対、日本共産党の紙智子委員より賛成の旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 



 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


